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韓
国
農
業
に
対
す
る
関
心
が
高
ま
っ
て
い
る
。

韓
国
の
農
業
構
造
は
日
本
と
よ
く
似
て
お
り
、
Ｗ

Ｔ
Ｏ
交
渉
に
お
い
て
も
韓
国
は
日
本
と
共
通
の
主

張
を
行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
東
ア
ジ
ア
の
経
済
統

合
や
日
韓
自
由
貿
易
協
定
の
議
論
が
盛
ん
に
な
っ

て
お
り
、
隣
国
で
あ
る
韓
国
の
農
業
を
知
る
こ
と

は
日
本
農
業
の
将
来
を
展
望
す
る
上
で
も
重
要
で

あ
ろ
う
。

一 　
　
韓
国
農
業
の
概
況

　・
�
農
地
と
農
家

　

韓
国
の
国
土
面
積
は
九
・
九
万
平
方�
（
日
本

の
約
四
分
の
一
）
で
あ
り
、
日
本
の
東
北
地
方
と

関
東
地
方
を
合
わ
せ
た
面
積
に
ほ
ぼ
等
し
い
。
人

口
は
四
六
百
万
人
（
二
〇
〇
〇
年
）
で
日
本
の
約

四
割
に
あ
た
り
、
こ
の
う
ち
首
都
ソ
ウ
ル
に
一
〇

百
万
人
（
二
二
％
）
が
住
ん
で
い
る
（
ち
な
み
に

北
朝
鮮
は
面
積
一
二
・
三
万
平
方�
、
人
口
二
三

百
万
人
で
あ
る
）。朝
鮮
半
島
の
東
部
は
山
地
が
多

く
、
国
土
の
六
五
％
は
山
林
で
あ
る
。
農
地
面
積

は
一
、
八
八
九
千　

（
日
本
の
約
四
割
）
で
国
土

ha

面
積
の
一
九
％
を
占
め
、
農
地
の
う
ち
水
田
は
六

一
％
で
あ
る
。

　

農
家
戸
数
は
一
三
八
万
戸
で
、
一
戸
当
た
り
の

平
均
耕
地
面
積
（
一
・
五　

）
は
日
本
と
ほ
ぼ
等

ha

し
い
。
た
だ
し
、
専
業
農
家
の
割
合
が
六
五
％
を

占
め
、日
本（
一
四
％
）と
比
べ
て
非
常
に
高
い
。こ

れ
は
日
本
と
異
な
り
近
隣
に
兼
業
機
会
が
少
な
い

た
め
で
あ
り
、
若
者
の
流
出
に
よ
り
高
齢
一
世
代

農
家
が
多
く
、
農
家
一
戸
当
た
り
の
世
帯
員
数
は

二
・
九
人
と
非
常
に
少
な
い
。

�
農
業
生
産

　

農
業
生
産
の
内
訳
を
生
産
額
で
み
る
と
、
穀
物

三
七
・
六
％
、
畜
産
物
二
五
・
四
％
、
野
菜
二
一

・
一
％
、
果
実
八
・
一
％
、
そ
の
他
七
・
八
％
で

あ
り
、
日
本
よ
り
は
穀
物
（
ほ
と
ん
ど
米
）
の
ウ

ェ
イ
ト
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
韓
国
の
米
の
生
産

量
五
二
九
万
ト
ン
は
日
本
の
五
五
％
に
あ
た
る
。

小
麦
、
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
は
ほ
と
ん
ど
輸
入
に
依
存

し
て
お
り
、
大
豆
も
自
給
率
は
六
％
程
度
で
あ
る
。

畜
産
の
飼
育
頭
数
を
日
本
と
比
べ
る
と
、
肉
用
牛

五
六
％
、
乳
牛
三
一
％
、
豚
八
九
％
で
、
ま
た
野

菜
の
生
産
量
（
一
、
〇
四
八
万
ト
ン
）
は
日
本
の

七
六
％
で
あ
る
。

�
農
産
物
貿
易

　

韓
国
の
農
産
物
（
畜
産
物
を
含
む
）
の
輸
入
額

は
六
、
七
八
三
百
万
ド
ル
、
輸
出
額
は
一
、
二
七

七
百
万
ド
ル
で
あ
り
（
二
〇
〇
〇
年
）、
韓
国
は
農

産
物
の
純
輸
入
国
で
あ
る
。
主
な
輸
入
品
は
小
麦
、

と
う
も
ろ
こ
し
、
牛
肉
、
大
豆
、
主
な
輸
出
品
は

豚
肉
、
人
参
、
キ
ム
チ
、
梨
で
あ
る
。
輸
入
自
由

化
、
関
税
率
低
下
、
中
国
か
ら
の
輸
入
増
大
等
に

よ
り
農
産
物
輸
入
は
増
大
し
て
い
る
。
農
産
物
輸

出
の
六
割
近
く
が
日
本
向
け
で
あ
り
、
豚
肉
、
ア

ル
コ
ー
ル
、
野
菜
缶
詰
、
栗
、
松
茸
等
を
日
本
に

輸
出
し
て
い
る
。

二 　
　
ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
と
農
政
改
革

　・
�
ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
合
意
内
容

　

九
四
年
に
最
終
合
意
し
た
ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン

ド
に
よ
り
、韓
国
で
も
市
場
ア
ク
セ
ス
の
拡
大（
非

関
税
障
壁
の
関
税
化
、
関
税
率
削
減
）
と
農
業
保

護
の
削
減
が
行
わ
れ
た
。
し
か
し
、
韓
国
が
日
本

と
異
な
る
の
は
、
米
を
特
例
扱
い
に
し
関
税
化
し

な
か
っ
た
こ
と
（
周
知
の
通
り
日
本
も
特
例
に
し

た
が
九
九
年
よ
り
関
税
化
）
と
、
農
業
に
関
し
て
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韓国と日本の農業構造比較

 日韓比較日　本増　減韓　国
単位項　目

b/c（ 倍 ）２０００ｃb/a（ ％ ）２０００ｂ１９８０ａ

０．４４３，１２０▲３５．８１，３８４２，１５５千戸農 家 戸 数

４．７６１３．７▲１４．４６５．２７６．２％専 業 農 家 率

０．３０１３，４５８▲６２．８４，０３２１０，８２７千人農 家 人 口

０．８２１０．６▲６９．４８．７２８．４％農 家 人 口 率

０．６８４．３１▲４２．０２．９１５．０２人�戸１戸当たり世帯員

０．４６４，５９４▲　４．５２，０９８２，１９６千��耕 地 面 積

１．０３１．４７４９．０１．５２１．０２���戸１戸当たり耕地面積

資料：韓国「農林部主要統計」、日本「ポケット農林水産統計」他
（注）・日本の専業農家率の計算では自給的農家を兼業農家に含めている。
　　・一戸当たり耕地面積は耕地面積÷農家戸数で計算

韓
国
の
農
業
と
農
業
政
策

韓
国
の
農
業
と
農
業
政
策



は
途
上
国
扱
い
に
な
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
途

上
国
扱
い
に
よ
り
、
①
農
業
保
護
（
Ａ
Ｍ
Ｓ
）
を

一
〇
年
間
で
一
三
・
三
％
削
減
（
日
本
は
六
年
間

で
二
〇
％
削
減
）、②
平
均
関
税
率
を
一
〇
年
間
で

平
均
二
四
％
削
減
（
日
本
は
六
年
間
で
平
均
三
六

％
削
減
）、③
米
の
ミ
ニ
マ
ム
ア
ク
セ
ス
数
量
を
初

年
度
一
％
で
一
〇
年
間
で
四
％
に
拡
大
（
日
本
は

初
年
度
四
％
で
六
年
間
で
八
％
に
拡
大
）、と
い
う

よ
う
に
先
進
国
に
比
べ
て
緩
和
し
た
条
件
が
設
け

ら
れ
て
い
る
。ま
た
、大
麦
、大
豆
、馬
鈴
薯
、ト
ウ
モ

ロ
コ
シ
、
乳
製
品
、
ト
ウ
ガ
ラ
シ
等
米
以
外
の
多
く
の

農
産
物
を
関
税
化
し
た
が
、
関
税
割
当
を
導
入
し

た
品
目
が
多
く
、高
い
二
次
関
税
を
設
け
て
い
る
。

�
農
政
改
革

　

ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
合
意
を
受
け
、
韓
国
は
農

政
対
応
を
迫
ら
れ
た
。具
体
的
に
は
九
四
年
に
ウ
ル

グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
対
策
が
打
ち
出
さ
れ
、
構
造
改
善

事
業
費
を
一
〇
年
間
で
一
〇
兆
円
確
保
し
、
生
産

基
盤
整
備
、
競
争
力
向
上
対
策
等
を
行
う
こ
と
と

し
、農
業
機
械
化
、施
設
園
芸
の
推
進
が
行
わ
れ
た
。

　

一
方
、
九
七
年
に
「
環
境
農
業
育
成
法
」
が
制

定
さ
れ
（
二
〇
〇
一
年
に
「
親
環
境
農
業
育
成
法
」

に
改
正
）、
九
九
年
か
ら
は
「
親
環
境
農
業
直
接
支

払
い
制
度
」
に
よ
り
環
境
に
配
慮
し
た
農
法
転
換

を
助
成
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
ま
た
、
九
九
年
に

は
「
農
業
・
農
村
基
本
法
」
が
制
定
さ
れ
、
二
〇

〇
一
年
か
ら
は
稲
作
農
業
に
対
す
る
直
接
支
払
い

が
導
入
さ
れ
た
。
こ
の
よ
う
に
、
韓
国
の
農
政
は

Ｗ
Ｔ
Ｏ
体
制
に
対
応
し
て
「
グ
リ
ー
ン
」
の
政
策

に
シ
フ
ト
し
て
き
て
お
り
、
あ
る
意
味
で
は
日
本

よ
り
進
ん
で
い
る
面
が
あ
る
と
言
え
よ
う
。

　

し
か
し
、
通
貨
危
機
以
降
の
経
済
混
乱
、
ウ
ォ

ン
安
の
中
で
農
家
負
債
問
題
が
顕
在
化
し
、
ま
た

直
接
支
払
い
の
金
額
も
農
家
に
と
っ
て
は
十
分
な

水
準
で
は
な
い
。
さ
ら
に
、
米
の
消
費
量
減
少
、

Ｗ
Ｔ
Ｏ
再
交
渉
等
、
韓
国
の
農
業
は
さ
ら
な
る
対

応
が
迫
ら
れ
て
い
る
。

三 　
　
Ｆ
Ｔ
Ａ
へ
の
対
応

　・
�
チ
リ
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ

　

こ
う
し
た
な
か
で
、
二
〇
〇
二
年
に
、
韓
国
と

し
て
は
初
め
て
チ
リ
と
の
間
で
自
由
貿
易
協
定

（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）に
合
意
し
た
。
自
由
貿
易
協
定
と
は
協

定
を
締
結
す
る
こ
と
に
よ
り
二
国
あ
る
い
は
多
国

間
の
貿
易
障
壁
を
原
則
と
し
て
す
べ
て
取
り
除
く

こ
と
で
あ
り
、
農
業
に
も
大
き
な
影
響
を
与
え
る

可
能
性
が
あ
る
。
日
本
の
場
合
は
農
業
に
つ
い
て

の
問
題
が
あ
ま
り
な
い
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
と
最
初
の

Ｆ
Ｔ
Ａ
を
締
結
し
、
農
産
物
の
関
税
率
に
は
ほ
と

ん
ど
手
を
つ
け
ず
に
済
ん
だ
が
、
韓
国
の
場
合
は
、

チ
リ
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
お
い
て
農
産
物
の
貿
易
制
限

削
減
も
盛
り
込
ま
れ
た
。

　

協
定
の
内
容
は
、①
米
、梨
、リ
ン
ゴ
は
除
外
、②

桃
、
豚
肉
等
は
協
定
発
効
後
一
〇
年
で
関
税
撤
廃
、

③
牛
肉
、
鶏
肉
、
ミ
カ
ン
等
は
関
税
割
当
を
設
定

し
関
税
撤
廃
問
題
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
交
渉
後
に
協
議
、
④

ブ
ド
ウ
は
季
節
関
税
制
を
導
入
し
一
〇
年
間
で
関

税
率
引
き
下
げ
、
⑤
ト
ウ
ガ
ラ
シ
等
の
野
菜
類
、

大
豆
・
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
等
の
穀
物
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
交
渉

後
に
協
議
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

　

チ
リ
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
影
響
は
必
ず
し
も
明
ら
か

で
は
な
い
が
、
韓
国
の
農
業
団
体
は
、
今
後
Ｆ
Ｔ

Ａ
が
チ
リ
以
外
に
広
が
り
な
し
崩
し
的
に
自
由
化

が
進
行
す
る
こ
と
を
恐
れ
、
強
く
反
対
し
た
。

�
日
韓
自
由
貿
易
協
定
の
可
能
性

　

Ｅ
Ｕ
拡
大
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
契
機
に
世
界
的
に

自
由
貿
易
協
定
が
増
加
し
、
東
ア
ジ
ア
の
経
済
統

合
の
議
論
が
活
発
に
な
る
中
で
日
韓
自
由
貿
易
協

定
も
検
討
さ
れ
て
い
る
。

　

日
韓
の
貿
易
に
占
め
る
農
産
物
の
割
合
は
、
輸

入
（
韓
国�
日
本
）
三
・
六
％
、
輸
出
〇
・
七
％

で
、
輸
入
と
輸
出
の
合
計
で
は
一
・
九
％
と
意
外

に
小
さ
い
。
ま
た
、
韓
国
も
国
内
に
日
本
と
同
様

の
農
業
問
題
を
抱
え
て
お
り
、
日
本
と
韓
国
と
の

自
由
貿
易
協
定
の
中
で
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
農
産
物

を
協
定
の
例
外
扱
い
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
と

考
え
ら
れ
る
。

　

し
か
し
、
韓
国
は
慢
性
的
な
対
日
貿
易
赤
字
の

是
正
を
目
的
に
、
一
九
七
八
年
か
ら
「
貿
易
先
多

角
化
政
策
」
を
実
施
し
日
本
製
品
の
輸
入
を
制
限

し
て
き
た
。
対
日
輸
入
制
限
は
九
九
年
に
解
除
さ

れ
た
も
の
の
、
現
在
で
も
韓
国
の
関
税
率
は
日
本

よ
り
高
く
、
自
由
貿
易
協
定
に
よ
っ
て
関
税
を
撤

廃
し
た
場
合
、
日
本
か
ら
韓
国
へ
の
輸
出
が
増
え

る
可
能
性
が
高
い
。
し
た
が
っ
て
、
日
韓
の
自
由

貿
易
協
定
交
渉
に
お
い
て
は
韓
国
側
の
関
税
率
撤

廃
の
ほ
う
が
難
航
す
る
可
能
性
が
高
い
。

　

隣
国
と
し
て
日
韓
の
経
済
関
係
を
緊
密
に
し
て

共
通
の
経
済
圏
を
形
成
す
る
こ
と
は
望
ま
し
い
こ

と
で
あ
る
が
、
日
韓
関
係
に
は
歴
史
問
題
、
北
朝

鮮
問
題
が
あ
り
、
現
実
に
は
自
由
貿
易
協
定
の
締

結
に
至
る
ま
で
に
は
時
間
が
か
か
り
、Ｆ
Ｔ
Ａ
は
中

長
期
的
な
課
題
で
あ
る
と
考
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

（
清
水
徹
朗
）
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